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　常磐大学・常磐短期大学は、インターネット

が牽引する知識集約型の産業社会に貢献できる

人材を育成するため、２００８年4月より学科構成

を再編する。今回の学科改編は、これまでの「知」

の枠組みを見つめなおし、茨城県をはじめとす

る地域社会の要請に応えるための基盤を形成す

るもの。「知識」のうえに「知恵」を付加した人

材を育成し、グローバルな視野に立ちながら徹

底的に地域に根ざし、地域に貢献する教育機関

として評される大学・短大を目指す。

　大学の学科改編に際しては「心理学科」「教育

学科」「健康栄養学科」「経営学科」の4学科を分

離独立ならびに新設。短期大学では、生活科学

専攻の強みを継承してキャリア教養学科の充実

をはかり、収容定員を増やす。また、教養教育

の基本に立ち返り、総合講座の見直しもはかり

ながら、幅の広い視野を持ち課題に挑戦するジ

ェネラリストを育成する。
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人間科学部

常　磐　大　学

国際学部コミュニティ振興学部

常磐短期大学
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■２００８年度学科改編

※1 ２００８年４月開設　※2 ２００８年４月収容定員変更　※3 ２００８年４月開設予定（認可申請中）

※1※1※1 ※3

※2

　人間科学部の「心理学科」は現代人の心理を

捉え、複雑化する社会で健やかに生きる方法を

見いだせる人材育成を目指す。「教育学科」は

教育学を土台に、学校教育学、カリキュラム、

教育方法、小学校の各教科指導法を学ぶととも

に、実践的指導力を備えた小学校教員の育成が

目的。「健康栄養学科」は、短期大学の生活科学

科食物栄養専攻が培ってきたノウハウを基盤に

開設。栄養学の知識はもちろん医学的知識を身

につける教育研究も行い、管理栄養士国家試験

に全員合格させることを目標とする。

　国際学部の「経営学科」は、次代のビジネスリ

ーダー育成が目的。企業経営の理論や動向を学

びながら企業との連携を含む実践的な科目を通

じ、高度なビジネススキルを習得する。

　今回の全学的な学科改編は、学生たちの知的

体力を養成することが大きなテーマ。教育マニ

フェストの着実な推進にもつながる変革だ。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００８年4月開校予定の『智学館中等教育学校』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、 3つのマインドと9つのコンピテンシー（能力）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を教育活動の中心に据え、時代と社会の要請に応

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　えられる人材育成に取り組む。3つのマインドと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は国際性豊かな感性を育てる『グローバルマイン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド』、社会性と高い倫理観を育てる『ソーシャル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　マインド』、そして真理を探究し科学する心を育

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　てる『サイエンスマインド』。この3つを核として

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一人ひとりの個性や能力を開発し、伸長させるこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とで、国際社会・市民社会で貢献できる人材の育

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成を目指す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さらに、9つのコンピテンシーを育成するとい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　う、より具体的な達成目標も掲げている。将来設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計能力・客観的分析能力・意思決定能力・計画実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　行能力・問題解決能力・コミュニケーション能力・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役割認識能力・人間関係形成能力・創造的思考能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　力、これらの能力を高め、質・量ともに充実した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学習を実践することで「自己に誇りを持ち、たく

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ましく未来を切り拓く」人材を育てていく。

　智学館中等教育学校は、教育目標を達成するための仕組みとして『１２の特色ある仕組みと活動』を掲げている。例えば4学期

制の採用もそのひとつ。4学期制でメリハリのある学校生活が可能となる。また授業時間を大切にするため、標準より5分長

い５５分授業を採用。7時限授業も実施し、5教科（国、社、数、理、英）は公立学校の１.２倍から１.９倍の授業時間を確保する。英

語能力の向上に関しては、外国人教員による授業などを展開。ＮＥＴ（Native English Teacher）が常駐する英語教室も設け、

国際感覚を日常的に養成する。生徒の論理的思考を養うのが、実験・実習を重視した理科教育。理科実験実習室4教室による

完全教科教室型授業や天体望遠鏡を使った天体観測など発見探究型学習を行う。さらに、社会が直面する課題を地球規模で認

識し、問題を解決する能力を養うため「地球市民学」の授業を開設。教科横断型の学習と約１万字の研究論文を作成する。そ

して、自学自習の習慣や互いに切磋琢磨し学びあう力を深めるのがスクールステイ。学校内の宿泊施設を利用した短期寄宿舎

生活で学習のほかにも、生徒の身近にチューターを常駐させ、学校行事や将来の夢などのアドバイスも実施する。ほかにもさ

まざまな仕組みと活動を設け、生徒たちのバランスの良い成長をサポートする計画だ。

■ シリーズ・智学館中等教育学校（認可申請中）Vol.1

２００８年4月、智学館中等教育学校が開校（認可申請中）

高等学校
〈3年間〉

中 学 校
〈3年間〉

中等教育学校
〈6年間〉

中 学 校
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■中高一貫教育校の種類

中等教育学校 併設型の中学校・高等学校 連携型の中学校・高等学校

▲高等学校入学者選抜を行わず、同一設置者による
中学校と高等学校を接続するタイプ。

▲異なる設置者による中学校と高等学校が、教育課
程の編成や教育・生徒間交流などの連携を深めるタ
イプで、連携している高等学校への進学は、簡便な
入学者選抜が行われる。

ノーチャイム

智学館タイム
スクール
ステイ

地球市民学

実験・実習
の重視

英語環境
の日常化

先行学習
1時限
55分授業

単位制4学期制30人学級

完全学校
週6日制

ソーシャルマインド
社会性と

高い倫理観を育てる

サイエンスマインド
真理を追究し

科学する心を育てる

▲6年間をひとつの枠組みとして捉え、計画的で系
統的な学習指導・進路指導を行う。智学館中等教育
学校（認可申請中）は、このタイプ。

グローバルマインド
国際性豊かな知性と
感性を育てる

ち  　 がく　 かん



　２００８年4月の開校を目指す智学館中等教育学校は、水戸市

小吹町内の常磐大学桜ノ牧グラウンド隣接地において校舎の

新築工事に着工した。それに先がけ２００７年5月1日に地鎮祭

が執り行われ、関係者らが工事の安全を祈願した。

　敷地面積は約２４,４８７　と広大で、自然に恵まれた学びの場

にふさわしい環境。現在、1期工事として校舎と体育館の建

築が始まっている。

　校舎は、2階建て（延べ床面積約７,１７８　）で「緑豊かな潤

いのある学舎」が基本コンセプト。そのため大型建造物では

近来めずらしい、温かみのある木造建築が採用された。

　また、体育館は、鉄筋コンクリート造りの2階建て（延べ

床面積約３,７５１　）で、アリーナ（電動移動式観覧席、バスケ

ットボールコート2面）、マルチスペース、プールなどを設置。

スポーツをはじめ、各種行事など多目的な用途に対応できる

よう設計されている。

　入学定員1学年１２０名、総定員７２０名となる生徒たちの学舎

が、来春の開校を目指し着々と完成に向かっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2階建て木造建築となる智学館中等教育学校の校舎は、中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　庭を取り囲むロの字型に配置され、教育目標に合わせて普通

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教室、ＮＥＴ（Native English Teacher）常駐の英語教室、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物理地学実験室など4つの理科実験実習室、図書室やパソコ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ン教室などが一体となったメディアセンター、３００名以上が利

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用できる食堂などを整備する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、中央にそびえ立つ塔の最上階には、天体観測室を設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　置。スクールステイ（短期寄宿舎生活）を行う際には、教員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の指導のもと宇宙の神秘を学ぶこともできる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　このように充実した施設・設備を整え、安心して学べる空

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　間・安らぎのある生活空間を提供する。

■ シリーズ・智学館中等教育学校（認可申請中）Vol.2

来春の開校に向けて校舎新築工事に着工

●地鎮祭には学校法人常磐大学の

関係者が訪れ工事の安全を祈願し

た。（上）

●地鎮祭でくわ入れを行う諸澤英

道理事長。（左）

●施設・設備が充実した、木造2階建ての校舎を建築。
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　ものづくりを基盤として発展してきた日本社会

は、いま知識集約型の社会へと大きく枠組みを変

えようとしている。web2.0と呼ばれる時代を迎え、

産業構造自体に変革が求められているのだ。その

中で知的創造産業としての大学は、どのような形

で地域に貢献するべきなのか。また、工業化、情

報化の次に訪れる社会とは一体何か。PAOS代表・

中西元男先生に、常磐大学・常磐短期大学、そし

て日本社会の進むべき方向についてお話を伺った。

　「日本の国で最大の資源は人です。つまり人を

どう育てるのかという、教育の問題が非常に大き

いと思います。人というと昔は集団主義的な国民

を指していましたが、時代はあきらかに個人主義

へと変わっています。そこで教育機関は、良い社

会人、良い個性人といった顔の見える『市民』を

作る必要がある。しかしそのためには、きちんと

した哲学が必要です。日本で義務教育が始められ

たころ尋常小学校が創られました。これは素晴ら

しいネーミングです。『常なるを尋ねる』と書くわ

けですが、世の中で生きる常識を身につけるとい

う哲学がそのままブランドになっている。教育を

論じるとき、しばしば方法論ばかり語られますが、

こうした基本哲学を再構築することが重要だと私

は思います。また、知的創造産業にいま求められ

ているのは、寺子屋時代の『読み・書き・そろばん』

ではないでしょうか。この３つの要素を現代流に

捉えると『読み』は情報を収集すること。『書き』は

伝える、情報を発信すること。『そろばん』は採算

が成り立つということ。そして私はこの３つの要

素にデザインを付け加えたいと思います。良いデ

ザインとは、審美性、快適性、安全性、倫理性、そ

して個性を備えることです。つまり、これらの要

素をあらゆる人工物、あるいは社会に取り込んで

いくことがデザインなのです。教育をデザインす

ることで、そこに『文化』が生まれます。日本で

はまだデザインの価値があまり認められていませ

んが、知的創造産業である大学こそがデザインを

取り入れていくべきだと私は考えています」

　そして、これからの国や地域、そして教育を考

える上で、哲学と文化がキーワードとなる。

　「江戸時代の日本は文化大国でした。それを支

えていたのが、幕藩体制です。それぞれの藩は限

られた資源の中で特産物を作り、産業の振興に努

め、それが文化となっていった。共存共栄ではな

く『競争共栄』ですね。これが地域を活性化する

上で重要になります。地域のDNAや資源を活かし

て、いかに他には出来ないことをするか。そして、

こうして創られていく文化が、これまでとは逆に

経済成長を牽引する構図に代わっていくべきだと

思います。常磐大学は、校舎を造るにも神経が使

われている、非常に美しい大学です。また東京の

マンモス校とは違い、少子化の時代に求められる

学生一人ひとりの完成度を高めやすい環境である

ことも事実です。これからも、地域においてどの

ような教育機関になり、どのような学生を育てる

のか、その哲学をしっかりと立て具現化していっ

ていただきたいと思います。それが、読み書きそ

ろばんに続く『そして、デザイン』に結び付くと

私は考えています」

　中西先生には常磐大学のロゴマーク作成にも携

わっていただいた。２００９年に開学１００周年を迎える

にあたり、今後そのビジュアル・アイデンティティに

込められたトキワの哲学を再確認する必要がある。

なかにし・もとお●桑沢デザイン研究所を経て、

早稲田大学第一文学部美術専修卒業、同大学院

芸術学中退。１９６８年、PAOS設立。１９８０年より

ニューヨーク、ボストン、北京、上海に相次い

で現地法人を設立。１９９８年～２０００年、Gマーク

の審査委員長を務める。２０００年に、株式会社ワ

ールド・グッドデザインを設立し、新しいデザ

イン運動かつビジネス戦略の構築を推進中。

（学校法人 常磐大学 顧問）



『元気なまちづくりのための第一歩』

地域活性化を学生の視点で見る

まちづくりシンポジウム

キャンパスレポート

笠間市と連携協力協定を締結

個性と魅力ある
地域の形成と発展に寄与
　　　　　　　　　　　　　　　　２００７年５月２４日、常磐大学は笠間

　　　　　　　　　　　　　　　市と少子高齢化社会などを背景とし

　　　　　　　　　　　　　　　た新たな課題に対応し、個性と魅力

　　　　　　　　　　　　　　　ある地域の形成と発展に寄与するこ

　　　　　　　　　　　　　　　とを目的として、連携協力協定を締

　　　　　　　　　　　　　　　結した。具体的な連携事業として、

健康づくりや食育、観光の振興、独自性をもったまちづくりに関する

ことなど、幅広い分野で検討されている。

　常磐大学はすでに水戸市と協定を締結しており、まちづくりシンポ

ジウムの開催などを通じて地域活性化に協力している。笠間市との連

携協力の協定を締結することにより、地域とより密接に繋がっていく

ことが期待される。

　【連携協力事項】

　（１）人的、知的資源の相互の活用に関すること。

　（２）地域の政策課題に関すること。

　（３）地域活性化に寄与する人材の育成に関すること。

　（４）共同して実施する事業の企画及びその推進に関すること。

　（５）その他両者が必要と認める事項に関すること。

【プログラム】
２００７年３月２４日

１２：３０●開　場

１３：００●開会あいさつ

　　　  　木  勇夫（常磐大学学長）

１３：１０●基調講演

　　　 「参加しようよ！『まちづくり』に」

　　　  講師：林  寛一

       　（常磐大学コミュニティ振興学部教授）

１４：１０●休　憩

１４：２０●常磐大学学生からのまちづくり提言

１４：４０●パネルディスカッション

　　　  「みんなで行きたいまち　ときめく

　　　　 デートがしたいまち　みと」

　　　  コーディネーター

　　　  ・柄澤  行雄（常磐大学副学長）

　　　  パネリスト

　　　  ・加藤  浩一（水戸市長）

　　　  ・三上  靖彦（NPO法人「WILL」事務局長）

　　　  ・学生代表（常磐大学）

１５：２０●あいさつ

　　　  加藤  浩一（水戸市長）

１５：３０●閉　会

　水戸市と常磐大学の連携事業の一環として、水戸市長の加藤浩一氏、NPO法人

「WILL」事務局長の三上靖彦氏を招いての『まちづくりシンポジウム』が、２００７年

3月２４日に開催された。このシンポジウムでは、柄澤ゼミの学生を中心としたまち

づくりプロジェクトの学生の他、昨年１０月に日本公共政策学会主催の『学生による

政策コンペ』で会長賞を受賞した林ゼミの学生、水戸市教育長賞を受賞した水嶋ゼミの学生たちが参加し、若者

の視点による水戸市の活性化について討議した。

　当日は、　木学長の挨拶から始まり、次にコミュニティ振興学部の林教授による基調講演が行われた。講演の

中で林教授は、「今回のテーマは、若い学生たちのまちづくりに対する関心を高める上で、とてもよい機会だった」

と話していた。続いて学生の発表に移り、テーマを『みんなで行きたいまち  ときめくデートがしたいまち  みと』

とし、まちづくりプロジェクトの代表学生が調査結果から導かれた提言を発表。PRのためにインターネットを活

用することや、市街地に若者の望むデートスポット、自分たちを表現し、自分たちの文化を自由に創造できる場

を作るなど、今後の水戸市活性化に新たな考え方を提案した。

　柄澤副学長がコーディネーターを務めたパネルディスカッションは、一般の参加者からたくさんの質問が飛び

交う、有意義なものであった。その中で感想を求められた加藤市長は「若者が求める水戸とは何かを知るいい機

会になった」と話し、また三上氏は「若者の集まる空間を、若者の発想で創ってほしい」と、学生のまちづくり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に対する意欲の高さに関心を示していた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　まちづくりとは人づくりである。人が集まることが、まちづくり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に繋がって行く。住民自身が具体的なまちづくりを積極的に考え、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　多くの人が集う地域活性化への大きな一歩となった。



心理臨床センター公開講演会

企業の経営者・管理者が講座を開講
社団法人茨城県経営者協会連携講座

常磐大学オープンカレッジ

　木学長が『大学の地域に果たす役割』を語る
　常磐大学オープンカレッジ・特別講座が２００７年5月１２日に行われた。今回講師を務めたのは　木

勇夫学長。『大学の地域に果たす役割』をテーマに、地域における大学の存立意義について語った。

　講座の中で　木学長は、｢いま、時代は工業社会から知識産業社会へとパラダイム（社会の枠組み)

転換が進行し、その中で地域社会が多層化しつつある。急速に変化する時代に対応するためには、官

や民に依存するだけではなく、非営利領域である産官学民の連携を膨らませる必

要がある。このような考え方から、常磐大学では２００５年１０月に水戸市との包括

協定を結び、２００７年5月に笠間市と包括協定を結んだ。今後、県下の各自治体や

企業とも連携を取って地域に貢献する大学を目指したい｣と話した。

　質疑応答では、地域と大学が共に発展するにはどうあるべきかを話し合い、大

学の今後の活動に市民も期待している様子だった。

　　　　　常磐大学は、社団法人茨城県経営者協会との産学連携講座開設に関する協定書の調

　　　　印式を、２００７年4月１１日に常磐大学本部棟で執り行った。協定書にサインしたのは、

　　　　茨城県経営者協会会長で、関彰商事株式会社代表取締役会長の関正夫氏と常磐大学・

　　　　常磐短期大学の　木勇夫学長。産学共同で地域に貢献する人材育成に取り組むことを

　　　　互いに誓い合い、固い握手を交わした。

　　　　　この講座の授業科目名は『地域産業論』。茨城県を代表する企業経営者や管理者が、

　　　　地域経済の実態と各社が実践している経営活動などについて講義するのが特色となる。

　　　　また、学生が実際の経営者や管理者から直接、地域経済の話を聴くことによって、こ

　　　　れらの理解を深めるとともに社会人として必要な心構えや資質・能力を育成すること

　　　　が目的だ。授業は１５回シリーズ。その初回は調印式の当日に行われ、茨城県経営者協

　　　　会の沿革・概要説明、　木学長と関会長の挨拶が行われた。その中で関会長は「学生

　　　　の皆さんの、真剣に話を聴く様子を見ることができて大変嬉しく思います。皆さんの

生活は、先人たちが築いたもの。ですから、未来の子孫のためにも地域貢献は大切なことです。

私たちの魂を吸収し、素晴らしい社会人になってください」と学生たちにエールを送った。

子どもの心の世界に『遊び』が影響を与える
　常磐大学心理臨床センター主催の公開講演会が、２００７年3月7日に

開催された。講師を務めたのは明治大学大学院教授で臨床心理士の弘

中正美先生。弘中先生は、いじめや閉じこもりなど子どもの心の問題

に対して、遊びが心理に与える影響から解決策を探ろうとしている。

　『子どもの心の世界』をテーマとした講演では、まず現代の子ども

と昔の子どもを比較。描画テストによる検証では、バーチャルとリア

ルの境界線があいまいになりつつある心理的な変化を指摘した。しかし、その要因とされ

るゲーム機に関しては、それ自体に問題があるのではなく、コミュニケーション不足が問

題であると述べた。また、子どもには本物の代わりではない主観的な現実が存在すること

を隠れん坊やごっこ遊びなどを通して解説。遊戯療法の実際に関しては、水に脅威を感じ

ていた子どもが、水遊びを通して命の水に目覚める過程を紹介した。弘中先生は「重要な

のは、大人が子どもの遊びの本質を理解し、遊べるように保護すること。大人の社会にあ

る危機感や閉塞感が、子どもたちに反映しているのではないか」と講演を締めくくった。 キャンパスレポート
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業　種 就職先

人間科学部

国際学部

コミュニティ振興学部

大学計

キャリア教養学科

幼児教育保育学科

生活科学科生活科学専攻

生活科学科食物栄養専攻

短期大学計

２９０

１７１

１９２

６５３

１３１

１６２

５６

８４

４３３

２６５

１５８

１８０

６０３

１２５

１６１

５１

７６

４１３

２４５

１３９

１７１

５５５

１１９

１６１

４９

７１

４００

９２.５

８８.０

９５.０

９２.０

９５.２

１００.０

９６.１

９３.４

９６.９

卒業生
就　職
希望者

就職者
就職率
（ ％）

区　　分

仕事を知ろう
～業界と職種を知る～

働くについて考えよう
～働くという意味とビジネスを知る～

ディベート
～プレゼンテーション能力～

キャリアデザインを描こう
～将来を考え就職活動を楽しむ～

働くについて考えよう
～働くという意味とビジネス・業界を知る～

大学生活を充実させよう

ディベート
～プレゼンテーション能力～

キャリアデザインを描こう
～職種というもの・将来を考える～

　低学年向けキャリア支援プログラム

「キャリアデザイン講座」が4月から1・

2年生を対象にスタートした。本格的

な就職活動を始める前の準備講座とし

て大学生活を充実させ、「なりたい自

分」を考える場を提供している。是非

多くの学生に参加してほしい。（詳しく

はキャリア支援担当窓口かhttp://ww

w.tokiwa.ac.jp/̃career/index.html

まで）

　２００６年度の就職率は大学で９２.０％ （昨年８７.２％） 短大で９６.９％

（昨年９６.４％）だった（右表参照）。就職率上昇の原因は種々ある

が、企業の採用意欲の高まりが主要因と考えられる。3月までの

求人件数は、大学で２,０９０件と昨年を１１４件、また短大も１,７９０件

と昨年を５１３件上回り、求人倍率は大学で４.３６倍、短大で４.２０倍

であった。企業の採用活動は早期化しているが、秋以降も採用枠

を確保できなかった企業が採用活動を続けており、長期化の傾向

が見られた。

　就職先の特徴として、業種別にみると、大学では卸・小売、サービス、金融・保険、製造業が多く、短大では保育所、卸・

小売、サービス、製造、金融・保険業が多い。特に県内に本店がある金融機関（常陽銀行、茨城銀行、茨城県信用組合）が就

職先の上位3社を占め、人気が集中した。また、公務員も昨年より7名増加している。職種別では、大学は営業・販売、事務

職が全体の7割を占め、短大は保育士、幼稚園教員、栄養士で全体の約5割、事務職、営業・販売職を含めると9割に達した。

　以下本学学生の採用数が比較的多かった企業名を示す。

～学びの活用力と総合力を高める～



■生活科学科・食物栄養専攻■生活科学科・生活科学専攻■幼児教育保育学科■キャリア教養学科

＊改組前の学科専攻名となっています。

■ヒューマンサービス学科■コミュニティ文化学科

電力・ガス・熱
供給・水道業
1.4％

■国際ビジネス学科■国際協力学科

医療・福祉 1.2%

■コミュニケーション学科農業・林業・漁業・
鉱業 1.4%

■組織管理学科

■人間関係学科・心理学専攻■人間関係学科・社会学専攻

常磐大学

人間科学部

国際学部

常磐短期大学
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15.5%

卸売・小売業 4.2%

公務
5.6%

飲食店、
宿泊業1.4%
不動産業1.4%
金融・保険業1.4%

医療・福祉
12.7%

金融・
保険業
13.3%

医療・福祉
3.6%

金融・
保険業
14.3%

卸売・小売業
21.4%

■人間関係学科・教育学専攻

金融・
保険業
9.4%

卸売・小売業
28.1%

金融・
保険業
14.3%

卸売・小売業
41.4% 金融・

保険業
9.4%

卸売・小売業
28.2%

＊改組前の学科専攻名となっています。

　金融・保険業 6.0%

卸売・小売業
32.8%

コミュニティ振興学部



卒業生センター

情報メディアセンター

国際交流語学学習センター

法人事業報告

■教育・研究関連
１．コミュニティ振興学部地域政策学科設置
　　時　期　2006年4月開設
　　定　員　入学定員60名
２．常磐短期大学「学業特待生（学費等減免）」
　　制度施行
３．高等学校交換留学制度施行
４．京成百貨店内「常磐大学ナーサリーＰｏｐｏ
　　（一時預かり施設）」開設・運営
■情報機器関連
１．事務系電算機基幹システム再構築整備
２．教育用電算機教室機器整備
■管理運営
１．2009年開学100周年記念事業
　１）2009年度国際被害者学シンポジウム開催
　　　準備事業
　２）諸澤みよ記念館整備および関連事業
　３）学校法人常磐大学ユニバーシティアイデ
　　　ンティティの再開発
　４）寄付受け入れ事業
２．2006年短期大学40周年記念事業
　１）常磐短期大学創立40周年記念式典挙行
　　　〔2006年10月4日（水）〕
　２）ホームカミングデー開催
　　①短期大学創立40周年記念幼児教育保育学
　　　科ホームカミングデー〔2006年8月26日（土）〕
　　②短期大学創立40周年記念ホームカミング
　　　デー〔2006年11月25日（土）〕
３．中等教育学校設置準備
　　　2008年4月開設予定
　　　男女共学中高一貫6年制
４．卒業生情報管理事業
５．2008年度大学・短期大学の学部学科改編準
　　備
６．教学事務機構改編に係わる業務分析
７．管理運営機構の変更
８．理事・常任理事の定数並びに選任手続の適
　　正化
■施設・設備整備
１．校地購入
　１）見和地区の用地取得
　　①Qs棟増築用敷地（459.50㎡）
　　②茜梅寮（学生寮）敷地（593.40㎡）
　２）新荘地区の用地取得（432.29㎡）
２．諸澤みよ記念館竣工
３．校舎改修（Ｌ・Ｋ・Ｅ棟ほか）等
　１）Ｌ棟改修工事：コンビニエンスストア誘
　　　致
　２）Ｅ棟改修工事：実習室拡充
　３）Ｋ棟改修工事：普通教室拡充
　４）アドミッションセンター新築
　５）本部棟、学生ホール改修工事およびＦ棟
　　　改修工事
４．教育設備の充実：遠隔授業（芝浦～見和）
　　システム１室増設整備
５．緑化等環境整備計画

１．ホームカミングデー（以下ＨＣＤ）活動
　１）短大幼児教育保育学科新卒者対象ＨＣＤ
　　　2006年8月26日（土）
　　　出席者53名（教員含む）
　２）大学卒業後15年対象ＨＣＤ　
　　　2006年9月30日（土）　
　　　出席者27名（教員含む）
　３）短大創立40周年記念（全卒業生対象）ＨＣＤ
　　　2006年11月25日（土）　

　　　出席者222名（教員含む）
　４）高校卒業後4年対象ＨＣＤ
　　　2007年2月3日（土）
　　　出席者53名（教員含む
２．卒業生サービスに関する活動
　１）卒業生向けカードの発行
　　①カードサービス内容の検討
　　②情報メディアセンター打ち合わせ
　２）卒業生センター登録
　　①登録者　高校卒業生…1,830名
　　　　　　　短大卒業生…   558名
　　　　　　　大学卒業生…   316名
３．各同窓会との連携活動
　１）幹事会・同窓会総会への参加
　２）高等学校および大学院同窓会個人情報管
　　　理
４．同窓会館運営活動
　１）同窓会館利用規程の作成
　２）同窓会館利用状況　46件
５．諸澤みよ記念館運営活動
　１）諸澤みよ記念館利用規程の作成
　２）諸澤みよ記念館利用状況　118名
６．広報活動
　１）ホームページ更新
　２）同窓会館リーフレットの配布
　３）各同窓会報への卒業生センター情報掲載
　４）「Ｔｏｐｏｓ」への卒業生センター情報掲載
　５）在学生向けチラシの作成、配布
　６）卒業生向けチラシの作成、配布

１．開館日数　250日
　　（内、土曜開館25日、日曜開館6日）
２．開館時間　8：45～19：30
　　（11/27～1/27の平日　8：45～21：00）
　　（土曜日、学生休業中、11/27～1/27の日曜
　　日　9：00～17：00）
３．入  館  者　312,293人（1日平均：1,249.2人）
４．貸出人数　　 7,729人
　１）学生　　　 6,818人　　　
　　　　人間科学研究科　　　　　　　174
　　　　被害者学研究科　　　　　　　  44
　　　　コミュニティ振興学研究科　　  42
　　　　人間科学部　　　　　　　　3,096
　　　　国際学部　　　　　　　　　1,082
　　　　コミュニティ振興学部　　　1,456
　　　　短大　　　　　　　　　　　　924　　
　２）教職員　　　　　　　　　　　　910
　３）その他（高校生など）　　　　　　1
５．貸出冊数　  13,779冊
　１）学生　　  11,942冊　　　　
　　　　人間科学研究科　　　　　　   386
　　　　被害者学研究科　　　　　　　  98
　　　　コミュニティ振興学研究科　　  71
　　　　人間科学部　　　　　　　　5,273
　　　　国際学部　　　　　　　　　1,934
　　　　コミュニティ振興学部　　　2,540
　　　　短大　　　　　　　　　　　1,640
　２）教職員　　　　　　　　　　　1,836
　３）その他（高校生など）　　　　　　1　　
６．ＡＶギャラリー、センターホール利用状況
　１）メディアセンター利用点数：8007点　　　　
　２）センターホール使用：　　　　53回
７．図書館間相互協力
　１）文献複写依頼　474件　（昭和女子大学、
　　　文教大学、国立国会図書館他）
　２）同受付　　　　125件　（信州大学、関
　　　西学院大学、東洋大学他）

　３）図書貸借依頼　  88件　（桜花学園大学、
　　　帝京大学、横浜市立大学他）　
　４）同受付　　　　　22件　（お茶の水女子
　　　大学、南山大学他）
　　ILLオンライン申込み参加者　　　　  3名
　　　　　　　　　　　　　　（教職員のみ）　
　　　　人間科学部　　　　　　　　　　0名
　　　　国際学部　　　　　　　　　　　2名
　　　　コミュニティ振興学部　　　　　0名
　　　　短期大学　　　　　　　　　　　1名
　　　　その他　　　　　　　　　　　　0名
８．資料受入数
　　　図　　　書　　9,700冊
　　　視聴覚資料　　　578点
９．個人研究費購入図書受入
　　（視聴覚資料を含む）
　　1,798冊　
　　（内、科研費・課題研究　352冊）
１０．ＯＰＡＣアクセス
　　 wwwOPAC　館内：  61,090回
　　　　　　　　 館外：115,256回　
　　 mobileOPAC　　         1,080回
１１．コピー使用（学生用） 79,290枚

１．国際理解活動
　１）Talk Time（英語会話・中国語会話・韓国
　　　語会話－新規）の実施
　２）国際交流語学学習センターニュースレタ
　　　ーの発行（年4回）
　３）2006年度大学案内英文パンフレットの作
　　　成
　４）正規留学生チューター活動の実施
２．教育交流活動
　１）海外研修の実施
　　① 国際学部「海外研修 」
　　　（アメリカ カリフォルニア大学アーバイン校）
　　②国際学部「海外研修　」
　　　（中国 北京第二外国語学院）
　　③短期大学「国際文化研修」
　　　（イギリス チチェスターカレッジ）
　２）常磐交換留学制度の実施
　　① カリフォルニア州立大学提携校からの交
　　　換留学生受入れ　
　　②プログラム科目「日本語」「日本研究」「日
　　　本事情」の整備及び実施
　　③常磐大学生による日本語チューター制度
　　　の実施
　　④英語会話グループ活動（English Conne-
　　　 ctions）の実施　
　　⑤国際交流会館ルームメイト（日本人学生）
　　　の募集　
　　⑥受入留学生による授業協力（TA）
　　⑦常磐大学生の派遣
　　⑧留学生の次年度受入の募集及び審査
　　⑨常磐大学生の次年度派遣の募集及び審査
　３）常磐大学高等学校語学研修プログラム設
　　　立の支援
３．国際交流語学学習センターの運営
　１）国際交流エリアの充実及び語学学習エリ
　　　アの有効活用
　２）第1回高校生英語スピーチコンテストの
　　　実施
　３）本学学生向けTOEFL-ITP試験の実施
　４）EC活動参加者向け英語能力判定テストの
　　　実施
　５）日本中国語検定協会との業務委託契約に
　　　よる検定試験の実施



４．国際交流会館の運営

１．助成処理件数
　１）学内助成：個人研究費　３,７３７件
　　　　　　　　共同研究費　　２３８件
　　　　　　　　各個研究費　　１６３件
　　　　　　　　備品助成　　　  ７３件
　２）学外助成：科学研究費　　２５６件
　　　　　　　　受託研究費　　  ３８件
２．学内課題研究２００７年度申請・内定件数
　１）共同研究：申請件数  ８件、内定件数  ７件
　２）各個研究：申請件数１２件、内定件数１２件
３．学外助成関係
　１）科学研究費補助金関係
　　①２００６年度補助金交付件数：基盤研究
　　　（Ｃ）５件、萌芽研究 ２件、 若手研究
　　　（Ｂ）４件
　　②２００６年度新規交付決定者：
　　　【基盤研究（Ｃ）】
　　　● 人間科学部　伊田 政司 教授
　　　　（社会的価値の測定に関する計量心理
　　　　　学的研究）
　　　● 人間科学部　佐藤 環 助教授
　　　　（近世藩学における弓術教育の組織化
　　　　　と業績主義的運用の定着過程に関す
　　　　　る研究）
　　　● 人間科学部　宮本 聡介 助教授
　　　　（対人関係の親密化と崩壊の過程での
　　　　　メタ認知の文化差―日米の比較―）
　　　【萌芽研究】
　　　● 国際学部　松原 克志 助教授
　　　　（司法の科学観）
　　③２００７年度申請件数：基盤研究（Ｃ）６件、
　　　萌芽研究３件、若手研究（Ｂ）９件　　　　
　２）受託研究・共同研究等関係
　　①受託研究
　　　● 研究担当者：
　　　　国際学部　北根 精美 助教授
　　　　委託機関：
　　　　株式会社ひたちなかテクノセンター
　　　　研究テーマ：地場産業の技術を活用し
　　　　た新商品コンセプトの開発
　　　　研究期間：
　　　　２００６年１０月６日～２００７年２月２８日
　　②共同研究　
　　　● 研究担当者：
　　　　人間科学部　伊東 昌子 助教授
　　　　協定機関：
　　　　ＮＴＴ（日本電信電話株式会社）
　　　　研究テーマ：協働コミュニケーション
　　　　の環境設計に関する基礎評価
　　　 　研究期間：
　　　　２００６年１０月１７日～２００７年３月３０日
　　③寄付研究
　　　● 研究担当者：コミュニティ振興学部
　　　　伊藤晋二助教授、水口進助教授
　　　　寄付者：中島潤子　茨城大学名誉教授
　　　　・元常磐大学非常勤講師
　　　　研究テーマ：児童生徒を、親や教師は
　　　　どこまで把握しているか
　　　　研究期間：
　　　　２００４年１０月１日～２００８年３月３１日
　　　● 研究担当者：コミュニティ振興学部
　　　　秦　葭哉非常勤講師
　　　　寄付者：株式会社ヤクルト本社中央研
　　　　究所
　　④寄付講座　 

研究教育支援センター

　　　● 開講学部：人間科学部
　　　　寄付者：水戸信用金庫
　　　　寄付講座名：地域金融論および地域金
　　　　融システム論
　　　　寄付期間：
　　　　２００５年４月１日～２００８年３月３１日
４．文部科学省「国公私立大学を通じた大学教
　　育改革の支援」（ＧＰ型支援）関係
　１）課程に応じた教育内容・方法の高度化・
　　　豊富化の充実
　　　● 「魅力ある大学院教育」イニシアティブ
　　　　平成１８年度分申請：１件
　　　　（被害者学研究科の取組）
　　　● 「特色ある大学教育支援プログラム」
　　　　（特色ＧＰ）
　　　　平成１８年度分申請：１件
　　　　（短大キャリア教養学科の取組）
　２）現代的課題に対応できる人材養成と大学
　　　の多様な機能の展開
　　　● 「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」
　　　　（現代ＧＰ）
　　　　平成１８年度分申請：２件
　　　　（全学的取組／コミュニティ振興学部の
　　　　  取組）
５． 諸委員会運営
　１）研究予算委員会
　　　上記学内課題研究の審査・採択、報告書
　　　受理等
　２）四大（全学）ＦＤ委員会
　　　第一回常磐大学ＦＤフォーラム開催等
　３）福原眞知子学術振興助成金委員会
　　　助成金交付審査・採択・交付手続き
　　　● 第１２回国際被害者学シンポジウムへの
　　　　研究者派遣への助成
　４）常磐大学選書委員会
　　　「常磐大学選書」刊行準備
　５）学会開催審査委員会
　　①２００６年度学内における学会大会開催支援
　　　● 教育実践学会第１４回学会（学内使用責
　　　　任者：人間科学部助教授　森山賢一）
　　　　開催日：２００６年６月２４日（土）
　　　● 日本生涯教育学会第２７回大会（学内使
　　　　用責任者：コミュニティ振興学部教授
　　　　　坂本登）
　　　　開催日：２００６年１０月７日（土）、８日（日）
　　　● 国際経営文化学会２００６年度年次大会
　　　　（学内使用責任者：国際学部助教授　
　　　　　村山元理）
　　　　開催日：２００６年１１月２５日（土）～２６日
　　　　（日）
　　②２００７年度学内における学会開催申請受理
　　　審査
　　　● 日本教育情報学会２００７年度年会（学内
　　　　使用責任者：国際学部教授　堀口秀嗣）
　　　　開催予定日：２００７年８月２０日（月）～２１
　　　　日（火）
　　　● 日本公益学会第８回大会（学内使用責任
　　　　者：短期大学教授　安田尚道）
　　　　開催予定日：２００７年９月２２日（土）～２３
　　　　日（日）
　　　● 英語評価研究会（日本言語テスト学会・
　　　　英語運用能力協会共催）
　　　　（学内使用責任者：国際学部助教授　
　　　　　中村洋一）
　　　　開始予定日：２００７年１２月１日（土）
６．その他
　１）研究教育支援センターＨＰリニューアル
　２）関係諸規程の改定または制定準備

１．オープンカレッジ
　　● 公開講座の運営
　　● 運営体制の再構築（人員削減・配置の見
　　　直し、講師料削減、人材バンク構築、収
　　　支改善、他）
　　● 京成百貨店教室の設置
２．水戸夕学講座
　　慶應ＭＣＣ「夕学五十講」サテライト配信の
　　運営
３．科目等履修生
　　科目等履修生に関する総合窓口（学部・短
　　大・大学院）
４．入学前教育
　　２００６年度における入学前教育の施策全般・
　　コーディネート
５．高大連携事業
　１）茨城県立高等学校生徒を対象とした大学
　　　の授業等公開に関わる協定による事業
　　　● プレカレッジ講座
　　　● 高校生英語サマーセミナー
　２）常磐大学高等学校常磐大学コースへのア
　　　カデミックレクチャーの提供
６．地域連携事業
　１）水戸市との包括協定による事業
　　　● まちづくりシンポジウム
　　　● 水戸市立各学校（幼・小・中）への教
　　　　育支援（学生派遣）
　２）茨城県教育委員会との連携事業
　　　● 茨城ゆうゆうカレッジ
７．学生支援事業
　１）資生堂サクセスフルエイジングセミナー
　２）パソコン検定試験

１．心理臨床活動
　１）相談担当　専任相談員：寺川亜弥子
　　　兼任相談員：中里弘、濱崎武子、水口進、
　　　永野勇二、馬場久美子
　　　非常勤相談員：大野柾江、櫻井由美子
　　　研修相談員：人間科学研究科第　領域大
　　　学院生
　２）相談日時　月～金（祝祭日は除く）
　　　　　　　　１０時から１９時まで
　　　　　　　　予約制・有料
　３）相談実施状況
　　①電話受付回数：１３４回
　　②新規相談申し込み件数：３２件
　　③面接件数：受理面接２７件・継続面接３４件
　　　（計延べ２７９回）
２．研修相談員の教育・研修活動
　１）専任または兼任相談員による受理面接へ
　　　の陪席、ケース担当
　２）研修相談員のケース担当に伴う、個人ス
　　　ーパービジョンならびにグループスーパ
　　　ービジョンでの報告
　３）ケースカンファレンスならびにインテー
　　　クカンファレンスでの報告
３．センター運営活動
　　センター運営委員会、センター会議、受理
　　会議の開催
４．社会活動
　１）県内関連機関との連携
　２）鹿行広域事務組合および行方市のメンタ
　　　ルヘルス業務
　３）研修会の開催
　　　公開研修会「私流の来談者中心療法～言
　　　語をあたえることと感情の体験化につい

エクステンションセンター

心理臨床センター



　　　執筆。研究所紀要に投稿し、第３巻第１号
　　　（２００７年３月発刊）に掲出となった。
２．参加行事
　　第１２回国際被害者学シンポジウム
　　会　　期：２００６年８月２１日～２５日
　　場　　所：米・フロリダ州オーランド
　　参 加 者：諸澤教授、ドゥーシッチ所長、
　　　　　　　冨田次長、長井教授、キルヒホッ
　　　　　　　フ教授、チョカリンガム教授、川
　　　　　　　口専任研究員、小林専任研究員
　　参加内容：パネル発表、ワークショップ参加、
　　　　　　　セッション議長、等
３．出版物
　　２００６年７月　研究所紀要（International Per-
　　spectives in Victimology）第２巻第１号発刊
　　２００７年３月　研究所紀要（International Per-
　　spectives in Victimology）第３巻第１号発刊
４．その他
　１）国際協力機構（ＪＩＣＡ）技術研修員受入事
　　　業「総合的被害者支援システムの開発」
　　　２００６年７月助成申請を行い、２００７年２月採
　　　択通知受領。２００７年３月募集要項作成し、
　　　２００７年度実施に向けて研修員募集を開始
　　　した。
　２）文部科学省研究設備整備計画（米国学位
　　　論文コレクション・被害者学 ）
　　　２００６年５月調書を提出し、２００７年３月採択
　　　通知受領。論文１２８点が納品となった。
　３）被害者学文献目録データベースの稼動
　４）２００９国際被害者学シンポジウム準備に関
　　　して企画広報課に協力

［第１回 理事会　２００６年５月２５日］
　第１号　２００５年度収支決算に関する件
　第２号　常磐大学・常磐短期大学の学部学科
　　　　　改組に関する件
　第３号　中等教育学校設置に関する件
　第４号　第２号基本金組入れに関する件
　第５号　２００６年度事業計画の一部追加に関す
　　　　　る件
　第６号　２００６年度収支補正予算に関する件
　第７号　常磐大学大学院学則の一部変更に関
　　　　　する件
［第２回 理事会　２００６年６月２１日］
　第８号　常磐大学・常磐短期大学就業規則第
　　　　　５４条の取扱いに関する件
［第３回 理事会　２００６年８月２日］
　第９号　常磐大学・常磐短期大学就業規則第
　　　　　５４条の取扱いに関する件
　第１０号　常磐大学国際学部長の解任に関する
　　　　　件
　第１１号　常磐大学国際学部長職務代行者の選
　　　　　任に関する件
［第４回 理事会　２００６年９月２１日］
　第１２号　２００６年度事業計画の一部追加に関す
　　　　　る件
　第１３号　常磐大学給与規程の一部変更に関す
　　　　　る件
　第１４号　国際学部学部長職務代行解任ならび
　　　　　に学部長選任に関する件
　第１５号　寄附行為第２４条第１項第１号評議員の
　　　　　選任に関する件
［第５回 理事会　２００６年１２月８日］
　第１６号　２００８年度常磐大学・常磐短期大学改
　　　　　組に関する件
　第１７号　２００６年度収支補正予算に関する件
　第１８号　学校法人常磐大学寄附行為の一部変

理事会報告（議事内容）

国際被害者学研究所

　　　て～」の開催【２００６年１０月１４日（土）】講
　　　師：桂有一氏
　４）専門講座の開催
　　　公開講演会「子どもの世界」の開催【２００７
　　　年３月７日（水）】講師：弘中正美教授

１．研究活動
　１）被害者支援サービス
　　　研究代表者：ドゥーシッチ所長、共同研
　　　究者：小林専任研究員
　　 （２００５年７月～２００６年７月の１年間について
　　　は、社会安全研究財団より助成）
　　　前年度からの継続。被害者ニーズ、なら
　　　びに被害者支援サービスと支援者の訓練
　　　に関して郵送調査を実施。その分析結果
　　　を第１２回国際被害者学シンポジウム（２００６
　　　年８月、米・フロリダで開催）にて発表。
　　　さらに２００６年度後半は、被害者、遺族に
　　　聴き取り調査を実施。被害者ニーズと実
　　　際に受けた支援に対して評価・分析を行
　　　い、論文を執筆。研究所紀要第３巻第２号
　　　（２００７年７月に発刊）に掲載予定。
　２）隠された性的被害
　　　研究代表者：キルヒホッフ教授、共同研
　　　究者：マンディー教授（人間科学部）、小
　　　林専任研究員
　　　前年度からの継続。２００６年度で完了。被
　　　害体験と被害者のリスク認知の視点から、
　　　心的外傷学の方法論を採用しデータを分
　　　析し、論文を執筆。研究所紀要第３巻第２
　　　号（２００７年７月に発刊）に掲載予定。
　３）犯罪被害者の立直り要因比較研究
　　　研究代表者：ドゥーシッチ所長、共同研
　　　究者：川口専任研究員
　　　前年度からの継続。文献調査、ならびに
　　　被害者への聴き取り調査に基づき、被害
　　　回復の状態を測定する尺度を設定し調査
　　　票を作成。プリテストの結果を第１２回国
　　　際被害者学シンポジウムにて発表。さら
　　　に、被害回復の状態と被害回復を促進す
　　　る要因に関して、より精密な尺度を設定
　　　するため、被害者に関わりをもつ心理の
　　　専門家に回復の概念について調査を行っ
　　　た。
　４）ホームレスの被害
　　　研究代表者：キルヒホッフ教授、共同研
　　　究者：小林専任研究員
　　　前年度からの継続。ホームレスに対する
　　　意識調査（郵送調査と電話調査）の分析
　　　結果を、メディアの報道のあり方と絡め
　　　て第１２回国際被害者学シンポジウムにて
　　　発表。２００７年度は、パート２として発展
　　　継続させ、ホームレスを対象として、被
　　　害の実態調査を実施する。
　５）被害者の脆弱性の認識と刑事司法制度に
　　　おける処遇
　　　研究代表者：チョカリンガム教授、共同
　　　研究者：スリニバサン教授（インド・マ
　　　ドラス大学）
　　　日本（常磐大学）、並びにインド（マドラ
　　　ス大学）の大学生を対象として「犯罪被
　　　害者及び刑事司法制度に対する意識調査」
　　　を実施。インドにおける調査結果につい
　　　ては、先に第１２回国際被害者学シンポジ
　　　ウムにて発表した。日本・インドで収集
　　　された有効回答合計１４００件について比較
　　　分析を行い、先行研究結果と併せ論文を

　　　　　更に関する件
　第１９号　学校法人常磐大学定年規程の一部変
　　　　　更ならびに学校法人常磐大学再雇用
　　　　　規程の制定に関する件
　第２０号　常磐大学大学院学則の一部変更に関
　　　　　する件
　第２１号　常磐大学学則の一部変更に関する件
　第２２号　常磐短期大学学則の一部変更に関す
　　　　　る件
　第２３号　学校法人常磐大学寄附行為第５条第３
　　　　　項に規定する常任理事選任に関する
　　　　　件
［第６回 理事会　２００７年２月１日］
　第２４号　役職者人事に関する件
　第２５号　寄附行為第６条第１項第４号に規定す
　　　　　る常任理事任期延長に関する件
　第２６号　寄附行為第２５条第１項第１号に規定す
　　　　　る評議員選任に関する件
　第２７号　寄附行為第２５条第１項第２号および第
　　　　　３号に規定する評議員任期延長に関す
　　　　　る件
　第２８号　学校法人常磐大学役員等の任期に関
　　　　　する規程および学校法人常磐大学役
　　　　　員等の選任手続きに関する規程の一
　　　　　部変更に関する件
［第７回 理事会　２００７年３月２３日］
　第２９号　役職者人事に関する件
　第３０号　寄附行為に規定する理事・常任理事・
　　　　　評議員選任に関する件
　第３１号　学校法人常磐大学寄附行為の一部変
　　　　　更に関する件
　第３２号　常磐大学学則の一部変更に関する件
　第３３号　常磐短期大学学則の一部変更に関す
　　　　　る件
　第３４号　常磐大学高等学校学則の一部変更に
　　　　　関する件
　第３５号　常磐大学・常磐短期大学就業規則の
　　　　　一部変更に関する件
　第３６号　給与改定および給与規程の一部変更
　　　　　に関する件
　第３７号　中等教育学校設置（建築計画）に関
　　　　　する件
　第３８号　２００７年度事業計画に関する件
　第３９号　２００７年度収支予算に関する件



常磐大学大学院

常磐大学

常磐短期大学

常磐大学高等学校

常磐大学幼稚園

人間科学研究科博士課程（後期）�

人間科学研究科修士課程

被害者学研究科修士課程

コミュニティ振興学研究科修士課程

大学院計

人間科学部　　　　　　心理教育学科　

　　　　　　　　　　　現代社会学科

　　　　　　　　　　　コミュニケーション学科

国際学部　　　　　　　国際関係学科

　　　　　　　　　　　英米語学科

コミュニティ振興学部　コミュニティ文化学科

　　　　　　　　　　　地域政策学科

　　　　　　　　　　　ヒューマンサービス学科

大学計

キャリア教養学科

幼児教育保育学科

生活科学科

短期大学計

全日制普通科

3年保育

2年保育

1年保育

課程・学部・学科名等学校名 入学定員

（単位：人）
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２０

２０
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１２０
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１３０
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１３０
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６００

５５
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５
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８０
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９
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５
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１５２
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１０７
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９

１
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３
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８７２

１３６

１４７

１３８

４２１

１８７９

６２

９

１

【評 議 員】

学識経験者

　大谷　啓治

　宮田　武雄

　佐久間正祥

　神林　章夫

　立原　久

　諸澤　篤子

　村田　幸子

　川勝　平太

　石渡千恵子

　竹内　順一

　澁谷　勲

教 職 員

　唐木　圀和

　竹中　治利

　淺岡　廣一

　山田　隆士

　榎本　正明

　齊藤　久展

卒 業 生

　池田　正則

　中崎　啓子

　住谷　里子

学生・生徒の保護者

　郡司恵一郎

　廣木　正則

　中橋登志峰

【参　　与】

　藤村　和男

元上智大学長、同大学名誉教授

茨城県立産業技術短期大学校長、元茨城大学長、同大学名誉教授

水戸赤十字病院長

元（株）カスミ名誉会長

元（株）常陽銀行常務取締役

元上智大学講師

元ＮＨＫ解説委員

静岡文化芸術大学長、国際日本文化研究センター客員教授

石渡産婦人科病院副院長、茨城県教育委員会委員

茨城交通（株）取締役社長

（株）常陽銀行取締役会長

常磐大学国際学部教授

常磐短期大学教授

常磐大学高等学校長

常磐大学高等学校副校長、中等教育学校開設準備室長

常磐大学幼稚園長

学校法人常磐大学理事長室長

常磐大学同窓会会長

常磐短期大学同窓会みわの会会長

常磐大学高等学校常磐学園同窓会常任幹事

常磐大学後援会会長

常磐短期大学父母の会会長

常磐大学高等学校PTA会長

（財）教科書研究センター常務理事

【理 事 長】

　諸澤　英道

【顧　　問】

　阿部　充夫

　西原　春夫

　G,L, Curtis

　高橋潤二郎

　黒木剛司郎

　中西　元男　

【理　　事】

　関　　正夫

　大谷　啓治

　宮田　武雄

　渥美　東洋

　佐久間正祥

　諸澤　英道

　高木　勇夫

【常任理事】

　糸賀　茂男

　鈴木　暎一

　小櫃　重秀

　宮田　雅史

【監　　事】

　荒川　誠司

　若山　実

元常磐大学長、同大学大学院教授

（財）放送大学教育振興会会長、元文部事務次官

元早稲田大学総長、同大学名誉教授、元全私学連合会長

コロンビア大学教授

アカデミーヒルズ顧問、慶應義塾大学名誉教授

元茨城大学長、同大学名誉教授

（株）PAOS代表取締役社長

関彰商事（株）代表取締役会長

元上智大学長、同大学名誉教授

茨城県立産業技術短期大学校長、元茨城大学長、同大学名誉教授

元学校法人中央大学理事、同大学名誉教授

水戸赤十字病院長

元常磐大学長、同大学大学院教授

常磐大学長、常磐短期大学長

常磐大学人間科学部教授

常磐大学コミュニティ振興学部教授

学校法人常磐大学事務職員

学校法人常磐大学事務職員

弁護士、荒川法律事務所

税理士、若山実税理士事務所

2007年度 法人役員一覧

※

※秋セメスター入学は２００７年7月１２日実施のため未集計。



　学校法人常磐大学は、２００９（平成２１）年に開学１００周年を迎えます。

　企業や個人の皆様からご支援をいただく寄付金は、本学における教育及び学術研究の充実、発展を目的としたもの

です。園児、生徒、学生の教育や教員の研究活動へ有効に利用させて戴いた成果を通して、本学は広く社会に貢献い

たします。個人（卒業生、在学生の保護者、教職員、一般有志）・法人・団体の皆様の格別なご支援、ご協力を賜りま

すようお願い申し上げます。

　寄付金で行う事業

　●教育研究の奨励

　●園児･生徒･学生に対する教育支援

　●地域社会との連携事業に対する支援

　●園児･生徒･学生･教職員等が行う国際交流、文化、体育活動等への支援

　●その他学校法人常磐大学の発展のため必要と認められる事業等の支援

　寄付金の種類・申込み

　寄付資産運用課へご連絡ください。（下記参照）寄付申込書等の関係書類をお届けします。

　■個人の場合

　　●所定の寄付申込書に必要事項をご記入の上、お申込みください。

　　●所得税法の規定に基づき、特定公益増進法人に対する寄付として控除が受けられます。

　　　（但し、一部の例外があります。）

　■法人の場合

　　●「特定寄付金」または「受配者指定寄付金」を選択できます。 

　　　特 定 寄 付 金：一般の損金算入限度額と同額の損金算入額が別枠で認められます。

　　　　　　　　　　　　　　 寄付申込書(特定公益増進法人への寄付)にご記入の上、お申込みください。

　　　受配者指定寄付金：寄付金の全額を決算時に損金算入することができます。

　　　　　　　　　　　　　　 日本私立学校振興・共済事業団（以下「私学事業団」と表示）宛の申込手続きが必要となりますので、学校

　　　　　　　　　　　　　　 法人常磐大学および私学事業団の寄付申込書にご記入の上、お申込みください。

　　　　　　　　　　　　　　 ＊受配者指定寄付金制度の概要　http://www.shigaku.go.jp/s_kihu_p.pdf　

　■寄付講座・寄付研究、現物寄付（不動産、有価証券等）、遺贈等による寄付

　　上記の受入れについても、対応いたします。

　※寄付金の申込みは任意ではございますが、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

　税制上の優遇措置

　学校法人常磐大学は、寄付金募集について、文部科学省から特定公益増進法人の証明書交付を受けております。

ご寄付を戴きました金額は、個人または法人の所得から控除され、税法上の優遇措置を受けることができます。

＊参照：国税庁ホームページ　http://www.taxanswer.nta.go.jp/index2.htm

　寄付者の顕彰

　ご寄付を賜りました方の芳名を、ご了承を戴いた場合には感謝の意をこめて常磐大学学報に掲載させていただきます。

　申込み及び問い合わせ先　

　学校法人常磐大学  寄付資産運用課

　〒310-8585 水戸市見和1-430-1　TEL:029-232-2759　FAX:029-232-2746

　E-mail:kifu@tokiwa.ac.jp　http://www.tokiwa.ac.jp/̃kifu/index.html

　※常磐大学・常磐大学大学院・常磐短期大学卒業生の方には、卒業生センターでも寄付を受け付けております。

―寄付者芳名―　ご協力に感謝いたします。

 ５０,０００円

５００,０００円

４００,０００円

常磐大学高等学校に対する教育支援

卒業記念品代

卒業記念品代

寄　付　者 金　額 内容、指定使途等

大津　雪子 様

常磐大学２００６年度卒業生（６４３名）一同 様

常磐短期大学２００６年度卒業生（４３０名）一同 様

寄付金募集のご案内
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　卒業生センターでは、今年度もホームカミングデーを実施

いたします。次の卒業生を対象に実施を予定しています。

　① 高等学校卒業4年経過の卒業生

　② 短期大学新卒者

　③ 大学卒業１５年経過の卒業生

対象の方々には個別に案内を送付いたします。楽しいひとと

きをお過ごし下さい。

●同窓会館利用案内

　同窓会館は、卒業生をはじめ、在学生や一般の方々にも広

くご利用いただけます。年末年始、8月中旬を除き、原則土・

日曜日も利用可能です。事前申請の上、ご利用下さい。詳細

につきましては、卒業生センターまでお問い合わせ下さい。

●諸澤みよ記念館見学案内

　諸澤みよ記念館は、どなたでも見学が可能です。年末年始、

8月中旬を除き、土曜日も開館しています。学校法人常磐大学

の創立者諸澤みよ先生の生涯や法人の歴史を知ることが出来

る施設です。是非、足を運んでみて下さい。詳細につきまし

ては、卒業生センターまでお問い合わせ下さい。

　去る2月２７日、常磐学園同窓会では小林三千代会長、稲葉

孝子副会長、後藤政子副会長など多数の幹事出席のもと、入

会式が盛大に挙行され、新たに３７８名もの会員を迎えること

ができました。新入会員代表あいさつでは、青木章さんが高

校3年間の思い出、特にサッカー部での活動を通して得られ

た仲間との絆や達成感、そしてこれからの大学生活への期待

と不安を述べてくれました。それに対し、会員を代表して、

常任幹事で、卒業生センターに勤務なさっている黒澤幸子さ

んが、同窓会や卒業生センターの活動の様子や、今後、積極

的に卒業生センターを活用してほしい旨の挨拶をして下さい

ました。本年は総会開催の年にあたります。多数の方々に総

会に出席していただきたいと考えています。

　２００６年度学生支援事業とし

て、体育館に緞帳を寄贈（購

入資金の一部援助）しました。

その他、学園祭（ときわ祭）に

も資金援助をしています。

　常磐大学同窓会は２００７年に設立２０周年を迎えました。こ

れを記念して２０周年記念講演会及び総会・懇談会を、6月１６

日に水戸京成ホテルで開催しました。講演者には様々なジャ

ンルでご活躍をされているエッセイストの安藤和津（あんど

うかづ）さんをお迎えして「明日を素敵に生きるには」とい

うテーマでお話をいただきました。懇談会では、なつかしい

仲間との久しぶりの再会に喜び、お互いの近況報告や学生時

代の思い出話に花が咲き、楽しい時間を過ごすことができま

した。詳しくは次号の学報で報告します。

　

　卒業生センターへ、様々なご意見・ご提案をお寄せ下さい。

「こうしたら、学校法人常磐大学がもっと発展するのでは？」

とか、「こうしたら卒業してからも学校に行きやすいのに」な

どといったご意見をいただければと存じます。卒業生の方々

と一緒に学校法人常磐大学を盛り上げていければと存じます。

よろしくお願いいたします。

◎問い合わせ先

〒３１０-００３６  茨城県水戸市新荘１-７-２６

学校法人常磐大学　卒業生センター

TEL＆FAX／０２９-２３１-８１６２

事務取扱時間／平日９：００～１７：００

※認可申請中
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